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１．背景・目的 
近年、人口減少や既存建物の⽼朽化、社会ニーズ及び産業構造の変化に伴い、全国的に

空き家問題が深刻化しており、本市においても空き家に関する問い合わせや相談が増えて

いる。 

空き家は、本来、個人の財産として所有者が責任を持ち適切に管理すべきものであると

いう考えから、これまで⾏政が⾏える対応には限界があり、将来にわたって空き家が増加

すれば、それらがもたらす問題が⼀層深刻化することが懸念されている。 

こうした状況を受け、国は平成 26 年に「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下、

「空家特措法」という。）を成⽴させ、翌平成 27 年に全⾯施⾏した。さらに令和５年には、

空き家対策をより強化するため、この法律の⼀部を改正した。 

本市においても、平成 31 年に「島田市空家等対策計画」を策定するとともに、「島田市

空家等の適切な管理に関する条例」を制定し、空き家の適切な管理の促進や⽀援制度等の

充実に取り組んでいる。 

今後も空き家の増加が予測される中、改めて本市における空き家対策を総合的かつ計画

的に実施し、市⺠が安全で安⼼して暮らせるまちづくりを推進することを目的として、 

「第２次島田市空家等対策計画」を策定した。 

 

  

計画の概要 第１章 
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２．位置付け 
 この計画は、第３次島田市総合計画（令和７年度策定）及び島田市都市計画マスタープ

ランを上位計画とし、空家特措法第６条の規定により、国が定めた「空家等に関する施策

を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針」に基づき作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※「島田市国⼟強靱化地域計画」、「島田市デジタル田園都市構想総合戦略」、 

「島田市過疎地域持続的発展計画」、「島田市営住宅等⻑寿命化計画」、「中⼼市街地活性化基本方針」、など 

 

３．計画の期間 
 空き家に関する対策は中⻑期的に取り組む必要があることに加え、上位計画である第３

次島田市総合計画と連動させる必要があることから、この計画の期間は、令和８（2026）

年度から令和 15（2033）年度までの８年間とする。 

 

 

  

年度 
計画名 

        

第３次島田市総合計画         

第２次島田市空家等対策計画         

第３次島田市総合計画 
本市計画 

島田市都市計画 
マスタープラン 

 

島田市⽴地適正化計画 

各種関連計画 
（※） 

島田市空家等対策委員会 

法律等 

空家等対策の推進に関する特別措置法 

空家等に関する施策を総合的かつ 
計画的に実施するための基本的な指針 

反映 

第２次島田市空家等対策計画 
基づく 協議・調整 

計画推進 

後期期基本計画 前期基本計画 

令和８年度 

(2026 年度) 

令和９年度 

(2027 年度) 

令和 10 年度 

(2028 年度) 

令和 15 年度 

(2033 年度) 

令和 14 年度 

(2032 年度) 

令和 13 年度 

(2031 年度) 

令和 12 年度 

(2030 年度) 

令和 11 年度 

(2029 年度) 

島田市空家等の適切な管理に関する条例 
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４．用語の定義 
 この計画で使用する用語については、以下のとおり定義する。 

 

 ①空家等 

  建築物又はこれに附属する工作物であって※居住その他の使用がなされていないこと

が常態であるもの及びその敷地(⽴⽊その他の⼟地に定着する物を含む。)をいう。ただ

し、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

空家特措法では敷地を含むため「等」とするが、⼀般的には「空き家」と表現される。 

この計画では、法における「空家等」の定義に該当するものを除き、「空き家」と表記す

る。 

 

②特定空家等 

 そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛⽣

上有害となるおそれのある状態、適切な管理が⾏われていないことにより著しく景観を

損なっている状態その他周辺の⽣活環境の保全を図るために放置することが不適切であ

る状態にあると認められる空家等をいう。 

 

③管理不全空家等 

  空家等が適切な管理が⾏われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等に該

当することとなるおそれのある状態にある空家等をいう。 

なお、この計画では、居住その他の使用がなされていないことが常態となっており、適

切な管理が⾏き届いておらず、周辺住⺠に悪影響を与えかねない、もしくは既に与えて

いる状態の空家等を「管理不全な空き家」と表記する。 

 

 ④所有者等 

  空家特措法第５条に規定する空家等の所有者又は管理者をいう。 

 

※基本指針（総務省・国⼟交通省告⽰） 

「居住その他の使用がなされていないことが常態である」とは、おおむね年間 

（１年間）を通じて使用実績がないことが⼀つの基準となると考えられる。 
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１．島田市の人口・世帯の状況 
令和７（2025）年３⽉31日時点で、本市の総人口は94,270人であり、第３次島田市総

合計画における目標人口は令和15（2033）年時点で約91,000人としている。 

また、将来人口推計を基に、令和17（2035）年の年齢別の人口をみると、15歳未満人

口は11,180人（12.5％）、15〜64歳人口は48,323人（54.0％）、65〜74歳人口は

11,262人（12.6％）、75歳以上人口は18,762人（21.0％）となり、特に75歳以上の人

口が増加し、更なる⾼齢化の進⾏が予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

空き家を取り巻く現状と課題 第２章 

■年齢別人口構成グラフ（第３次島田市総合計画から抜粋） 

■人口・世帯推計グラフ（第３次島田市総合計画から抜粋） 



- 5 - 

 

２．⽣活⾏動圏のエリアごとの地域の特徴 
第３次島田市総合計画では、下記の要素を踏まえた６地域を設定し、各々のまちづくり

の方向性を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 既存の地域コミュニティ等を踏まえた区分とする。 
● 地形・地物（道路等）や⼟地の利用状況などの地域特性を考慮する。 
● 将来的な都市の開発動向や、地域内外の交流等の状況を考慮する。 
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（１）川根地域 

・川根地域は市域最北部に位置し、⼤部分が森林で占められている。地域の中⼼となる家

山地区には⼤井川鐵道家山駅が設けられ、周辺部には市街地が形成されている。 

・地域の人口・世帯数は令和７年３⽉31日時点で3,875人・1,657世帯となっている。人 

口・世帯ともに減少傾向が⾒られ、市内で最も人口減少が進んでいる。 

・人口の将来予測は、令和22（2040）年には令和2（2020）年時点と⽐較し約1,400人

減少の2,836人、令和42（2060）年には半数以上が減少した1,797人となると予測され

ている。 

・⾼齢人口の総人口に占める割合が約50％で⾼⽌まりが⻑く続くが、令和42（2060）年

時点では⽣産年齢人口の総人口に占める割合が46.6％を占め、割合が逆転すると⾒込ま

れている。 

 

（２）伊久⾝・⼤⻑地域 

・伊久⾝・⼤⻑地域は市域中東部に位置し、地域の⼤半は都市計画区域外で森林・農地が

多くを占めている。 

・地域の人口・世帯数は令和７年３⽉31日時点で4,213人・1,722世帯となっている。市

内では川根地域に次いで人口減少が進んでいる。 

・人口の将来予測は、令和22（2040）年には令和２（2020）年時点と⽐較し約1,000人

減少の3,475人、令和42（2060）年には2,000人以上減少の2,442人となると予測され

ている。 

・特に、働く年代である⽣産年齢人口（15〜64歳）の総人口に占める割合は、令和22

（2040）年に⾼齢人口の総人口に占める割合より⼩さくなりますが、令和42（2060）

年にかけて緩やかに回復し、50％ほどになると予測されている。 

 

（３）⾦⾕地域 

・⾦⾕地域は市域⻄部に位置し、東海道本線が通るほか⼤井川鐵道の起点であり、さらに

新東名⾼速道路や国道１号の東⻄軸、国道473号の南北軸が交差する、広域交通網の要衝

にあたる。 

・地域の北部は主に森林・農地となっており、南部の⼀体は牧之原台地の茶畑が広がって

いる。また、地域の中央部の⼤井川に接する⼀帯は、緑地に沿って工業地が形成されてい 

る。 
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・地域の人口・世帯数は令和７年３⽉31日時点で17,253人・7,081世帯となっている。

人口減少が進んでいるが、世帯数は増加している。 

・人口の将来予測は、令和22（2040）年には令和２（2020）年時点と⽐較し約3,600人

減少の14,498人、令和42（2060）年には約7,000人減少の11,130人となると予測され

ている。 

・特に、働く年代である⽣産年齢人口（15〜64歳）の総人口に占める割合は緩やかな減

少傾向にありますが、令和42（2060）年時点でも50％を維持すると⾒込まれている。 

 

（４）旧市内・⼤津地域 

・旧市内・⼤津地域は市域の中⼼部に位置し、東海道本線島田駅、市役所ほか、島田市⽴

総合医療センターなどの公共施設、商業・業務施設が⽴地する市の中⼼的な機能が集積し

ている。 

・地域の北側の範囲は主に森林・農地ではあるものの⼀部宅地化されており、地域の南側

は⼤井川に沿って工場が分布している。 

・地域の人口・世帯数は、令和７年３⽉31日時点で39,905人・17,233世帯となってお

り、人口減少が進んでいるが、世帯数は増加している。 

・人口の将来予測は、令和 22（2040）年には令和２（2020）年時点と⽐較し 6,000 人以

上減少の 34,347 人、令和 42（2060）年には約 13,000 人減少の 27,385 人となると予

測されている。 

・特に、働く年代である⽣産年齢人口（15〜64 歳）の総人口に占める割合は、令和 42（2060）

年には令和２（2020）年よりも７％以上減少すると予測されている。 

 

（５）六合地域 

・六合地域は市域東部に位置し、東海道本線の六合駅が⽴地する東の⽞関口にあたる。 

・地域北部は茶などが⽣産される山間地が広がり、南部は⼤井川に接する緑地が⾒られ、 

ＪＲ六合駅を中⼼に市街地が形成されている。 

・地域の人口・世帯数は令和７年３⽉31日時点で16,228人・6,547世帯となっている。

人口・世帯数とも増加傾向にあり、市内で唯⼀、人口増加が⾒られる地域である。 

・人口の将来予測は、令和22（2040）年には令和２（2020）年時点と⽐較し約1,700人

減少の14,085人、令和42（2060）年には約4,000人以上減少の11,725人となると予測

されている。 
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・特に、働く年代である⽣産年齢人口（15〜64歳）の総人口に占める割合は、令和42

（2060）年には令和２（2020）年よりも約９％減少すると予測されています。 

 

（６）初倉地域 

・初倉地域は市域の最南部に位置し、東名⾼速道路吉田インターチェンジや富⼠山静岡空

港に接する、広域交通網の要衝にあたる。 

・地域⻄部は牧之原台地の茶畑が広がり、北⻄部は⼤井川に接する緑地、北東部は、吉田

インターチェンジに至る範囲に工業地が形成されている。 

・地域の人口・世帯数は令和７年３⽉31日時点で12,796人・5453世帯となっている。

人口の増減に波があり、人口減少率は⽐較的緩やかな地域となっている。また、世帯数は

増加している。 

・人口の将来予測は、令和22（2040）年には令和２（2020）年時点と⽐較し約1,700人

減少の10,915人、令和42（2060）年には10,000人を割り込み、8,695人となると予測

されている。 

・令和42（2060）年の⾼齢人口の総人口に占める割合は、令和２（2020）年と⽐較し

て10％増加する⼀方、年少人口の総人口に占める割合は10％を下回ると⾒込まれてい

る。 
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３．令和５年住宅・⼟地統計調査による本市における空き家の状況 
令和５年に総務省が実施した住宅・⼟地統計調査結果によると、島田市の住宅総数は

40,540 ⼾となっている。このうち、空き家の数は 4,940 ⼾あり、住宅総数に占める割合

は 12.2％となっている。この割合は、全国や静岡県の割合と⽐べると低いものの、この５

年間で 0.7 ポイント上昇している。 

 

令和５年 住宅・⼟地統計調査結果 

 住宅総数 空き家の総数 空き家率 

全 国 65,046,700 ⼾ 9,001,600 ⼾ 13.8％ 

静岡県 1,774,100 ⼾ 296,300 ⼾ 16.7％ 

島田市 40,540 ⼾ 4,940 ⼾ 12.2％ 

 

 

平成 30 年 住宅・⼟地統計調査結果 

 住宅総数 空き家の総数 空き家率 

全 国 62,407,400 ⼾ 8,488,600 ⼾ 13.6％ 

静岡県 1,714,700 ⼾ 281,600 ⼾ 16.4％ 

島田市 38,670 ⼾ 4,430 ⼾ 11.5％ 

 

※空家等実態調査における空き家と住宅・⼟地統計調査における空き家の定義は異なる。

住宅・⼟地統計調査の空き家数は推計値であり、調査は５年ごとに⾏われている。これ

に対し、空家等実態調査の数値は実数である。 
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４．空き家の実態調査 
この計画を策定するにあたり、市内における空き家の実情を把握するため、令和６年度

に実態調査を実施した。 

 

(１)調査の概要 
調査区域 市内全域 
調査年度 令和６年度 

調査対象 

市内に所在する⼾建て住宅及び併用住宅の空き家（住宅・⼟地統計調査
の対象となる空き家のうち、別荘や賃貸用・売却用等の住宅を除く管理
されていない住宅（その他住宅）が対象） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

調査項目 

・建築物の安全性、⽼朽度、周囲に対する危険度 
・衛⽣上や景観上の問題の有無 
・草⽊の繁茂や防災・防犯上の⼼配等、周囲の⽣活環境への影響の有無 
・所有者等の調査 

調査方法 

・⼀次調査︓公道からの外観目視調査により、建築物の状況を確認 
・⼆次調査︓⼀次調査で抽出された空き家候補に対し、再度外観目視調

査を⾏い、詳細な状況を把握 
・所有者調査︓建物・⼟地登記情報による調査 
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（２）調査の結果 

調査の結果、市内で確認された空き家は 944 ⼾であった。 

このうち、全体の 43％は物的損傷等がなく建物の管理に問題はないと判定された。⼀方、

倒壊の危険性があり修繕や除却が必要と考えられる空き家は合わせて９％程度ではあるが、

⼾数は 83 ⼾にのぼり、決して少なくない⼾数であると言える。 

建物の管理に問題のない空き家の割合が多い地区は、初倉、六合、旧市内である。⼀方、

倒壊の危険性があり、修繕や除却が必要と考えられる空き家の割合が多い地区は、伊久⾝、

⼤⻑、⼤津、⾦⾕であった。特に、伊久⾝、⾦⾕は、他地区と⽐較して⾼い割合であるこ

とから、周辺の⽣活環境保全のために対策を講じる優先度が⾼い地区であることが伺える。 
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■空家等実態調査結果（地区別空き家⼾数） 

地区名 旧市内 六合 ⼤津 ⼤⻑ 伊久⾝ 初倉 ⾦⾕ 川根 合計 

空き家数(⼾) 316 49 19 71 62 79 212 136 944 

空き家の 
分布割合(％) 33.4 5.2 2.0 7.5 6.5 8.3 22.4 14.4 100.0 

■市内における空き家の分布図 

  

旧市内 

川根 

金谷 

伊久身 

初倉 

大長 

大津 

六合 

島田市全域 空き家分布図 

(944 ⼾) 
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（３）不良度判定結果による空き家の状況 

 不良度ランク（下記 A〜E）別空き家割合は、次のとおりであった。 

 

■不良度ランク別空き家割合（空き家数︓944 ⼾） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地区別の不良度判定結果の状況              （単位︓⼾） 

地区名 ランク A ランク B ランク C ランク D ランク E 合計 

旧市内 158 76 70 10 2 316 

六合 29 12 6 2 0 49 

⼤津 9 3 4 3 0 19 

⼤⻑ 32 20 14 2 3 71 

伊久⾝ 23 10 17 10 2 62 

初倉 50 10 14 5 0 79 

⾦⾕ 63 48 67 25 9 212 

川根 41 32 53 7 3 136 

合計 405 211 245 64 19 944 
各ランク 
の割合 43% 22% 26% 7% 2% 100% 

 

  

ランク A 
(405 ⼾) 

ランク C 
(245 ⼾) 

ランク D 
(64 ⼾) 

ランク E 
(19 ⼾) 

944 ⼾ 
(100％) 

ランク B 
(211 ⼾) 

【405 ⼾】 

【211 ⼾】 

【245 ⼾】 

【64 ⼾】 

【19 ⼾】 
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（４）影響度判定結果による空き家の状況 

影響度判定で、空き家と特定された建物が倒壊した場合、道路（公道・私道問わず）や

隣家など周囲に及ぼす影響や危険性を調査した結果、影響度危険性状況別の空き家の割合

は、次のとおりであった。 

 

■影響度危険性状況別の空き家の割合（対象空き家数︓944 ⼾） 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

建物が倒壊した場合、道路（公道・私道問わず）及び隣家など周囲に及ぼす影響や危険

性が⾼い空き家は 611 ⼾で 65％にのぼっている。このうち、使用可能な空き家の場合に

は利活用を進め、困難な場合には、周辺の⽣活環境に悪影響を及ぼさないよう、適切な管

理や除却等を促進する必要があると考えられる。 

 

（５）周囲に及ぼす影響や危険性が高い空き家の抽出について 

不良度判定結果による空き家の状況において、「ランク D」、「ランク E」に判定された空

き家のうち、周囲に及ぼす影響や危険性が⾼い空き家に該当する 28 ⼾を、問題解決に向

けて、優先的に取り組むものとする。 
 

（６）今後の調査方法 

空き家は継続的に増加していくことから、今後、新たに問題のある空き家が発⽣した場

合は、個別に調査を⾏い、今回の調査結果に追加していく。 

また、既に把握している空き家について、是正措置がされた場合や状況の悪化等が判明

した場合には、随時更新を⾏う。  

① 

② 

③ 

④ 

944 ⼾ 
(100％) 611 ⼾ 

56 ⼾ 

169 ⼾ 

108 ⼾ 

【611 ⼾】 
【56 ⼾】 

【169 ⼾】 

【108 ⼾】 
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選択肢 件数 比率

1.1年未満 1 0.5%

2.1年以上5年未満 30 14.1%

3.5年以上10年未満 39 18.3%

4.10年以上20年未満 82 38.5%

5.20年以上 51 23.9%

6.不明 3 1.4%

無回答 7 3.3%

無効回答 0 0.0%

合計 213 100.0%

（７）所有者アンケート調査について 
 

 ①空き家の所有者に対してアンケート調査を実施した。調査概要を以下に示す。 
 

調査期間 
 

令和 6 年 12 ⽉ 22 日 〜 令和 7 年 1 ⽉ 16 日 

調査対象 所有者特定が可能であった空き家 800 ⼾ 

調査方法 郵送による配付・回収 

回答状況 【配付数】800 【有効回答数】401 【有効回答率】50.13％ 
 

※アンケート調査にて回答のあった 401 のうち、管理されていない住宅（その他住宅）と

回答した 213 を対象とする。以下、「N」と表記する。 

 

 

 ○対象建物に住まなくなって（使わなくなって）何年が経ちますか。（N=213） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・住まなくなった（使わなくなった）期間としては、「10 年以上 20 年未満」が 82 件

（38.5％）で最も多く、次いで「20 年以上」が 51 件（23.9％）となっている。 

 ・10 年以上住まなくなった（使わなくなった）対象空き家は 133 件（62.4％）と全体

の約 3 分の 2 で、こうした空き家は、倒壊等の危険性や周辺環境に影響を及ぼす状態

になっている可能性が⾼いと考えられる。 
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○対象建物に住まなくなった（使わなくなった）理由は何ですか。（N=213） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・空き家となった理由としては、「住んでいた人（使っていた人）が死亡又は施設⼊

所・⼊院」が 93 件（43.7％）で最も多く、次いで「転居（引越し）、転勤等で⻑期

不在」が 55 件（25.8％）と、家主が不在となる状況に陥ったことが原因となってい

る。 

 ・⼀方で、「取得したが住んでいない（使っていない）」「相続で取得したが住む人（使

う人）がいない、相続人が決まらない」「賃借人が転居」といった、所有権の移⾏が

原因となっている件数が、37 件（17.4%）と全体の約 6 分の 1 となっている。 

 ・「その他」として、建物の⽼朽化や近隣斜⾯の崩壊等、居住困難な状況に陥ったこと

が理由として多く上げられていた。また、利便性の悪さ等から転居したことが理由と

して上げられていた。 

 

  

選択肢 件数 比率

1.住んでいた人(使っていた人)が死亡又は
施設入所・入院

93 43.7%

2.転居(引越し)、転勤等で長期不在 55 25.8%

3.取得したが住んでいない(使っていない) 15 7.0%

4.相続で取得したが住む人(使う人)がいな
い、相続人が決まらない

8 3.8%

5.貸借人が転居 14 6.6%

6.その他 24 11.3%

無回答 2 0.9%

無効回答 2 0.9%

合計 213 100.0%
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選択肢 件数 比率

1.いつでも住める(使える) 17 8.0%

2.多少の修繕を行えば住める(使える) 55 25.8%

3.老朽化が進んでおり、住む(使う)ために
は大規模な修繕が必要

70 32.9%

4.かなり老朽化が進んでおり、住む(使う)
ことは不可能

60 28.2%

無回答 11 5.2%

無効回答 0 0.0%

合計 213 100.0%

 〇対象建物の状態は、どの程度だとお考えですか。（N=213） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「⽼朽化が進んでおり、住む(使う)ためには⼤規模な修繕が必要」が 70 件

（32.9％）と最も多く、次いで「4.かなり⽼朽化が進んでおり、住む(使う)ことは不

可能」が 60 件（28.2％）となっている。 

・⼀方で、「いつでも住める（使える）」「多少の修繕を⾏えば住める（使える）」が 72

件（33.8%）と、全体の約 3 分の 1 となっており、これら対象建物が適切に維持管理

されている間に、空き家の利活用ができるようサポートしていくことが重要であると

考えられる。 
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〇対象建物の今後の予定について、どのようにお考えですか。（N=213） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「売却したい、または売却しても良い」が 82 件（38.5％）と最も多く、全体の 4 割

弱を占めている。また、対象空き家の今後の利活用を希望している回答である、「売

却したい、または売却しても良い」「賃貸したい、または賃貸しても良い」「⾃治会や

地域に活用してもらいたい」「⾃分や家族・親族が住む（使う）・管理する、家族・親

族に任せる（相続する）」の合計が 100 件（46.9%）と、半数近くを占めており、空

き家の利活用の意向が多いため、管理者と居住（使用）希望者がマッチングできるよ

うな仕組みの構築が望ましいと考えられる。 

・⼀方で、「解体する、または解体したい」が 39 件（18.3％）となっており、こうし

た対象建物は居住（使用）することが難しい状況であり、倒壊等の危険性などが⾼い

ことが考えられるため、管理者が明確である間に、周辺の⽣活環境保全に影響を及ぼ

さないよう対策を講じる必要があると考えられる。 

・最後に、「未定である」が 40 件（18.8％）となっており、こうした対象建物の管理

者に対して、空き家の適切な管理に努めてもらうために、どのようなサポートを提供

できるか、アプローチをかけていくことが重要であると考えられる。 

・「その他」として、不動産業者や現在の建物所有者に対応を任せている回答が多くあ

った。また、相続等の引継ぎや解体を望んでいるが、対象建物所有ニーズの不⾜や費

用⾯で困っている旨の意⾒もあった。 

 

  

選択肢 件数 比率

1.売却したい、または売却しても良い 82 38.5%

2.賃貸したい、または賃貸しても良い 9 4.2%

3.自治会や地域に活用してもらいたい 3 1.4%

4.自分や家族・親族が住む(使う)・管理す
る、家族・親族に任せる(相続する)

6 2.8%

5.解体する、または解体したい 39 18.3%

6.未定である 40 18.8%

7.その他 16 7.5%

無回答 11 5.2%

無効回答 7 3.3%

合計 213 100.0%



- 19 - 

 

〇対象建物について、困っていることや不安はありますか。（N=213） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「解体したいが、解体費用の⽀出が困難」が 49 件（23.0％）と最も多かった。  

また、「解体したいが、解体費用の⽀出が困難」「維持・管理の費用（固定資産税、⽕

災保険、対象建物までの交通費等）が⼤きい」の合計が 64 件（30％）で、全体の 3

割が費用⾯での課題を上げていることが伺える。 

・また、「買い⼿が⾒つからない、売却が困難な物件」が 42 件（19.7％）で、2 番目

に⾼い数値となっており、次に、「借り⼿が⾒つからない、知らない住⺠が⼊居する

（使う）ことに不安がある」「買い⼿が⾒つからない、売却が困難な物件」「愛着があ

り、他人に貸し出したり売却することはできない」の合計が 51 件（23.9%）で、約

4 分の 1 が利用希望者の不⾜等の課題を上げていることが伺える。 

・「その他」として、不動産業者や現在の建物所有者に対応を任せている回答が多く⾒

られた。また、敷地の狭さや隣接している道路等、解体に関して制約があることに対

して困っている旨の意⾒もあった。 

 

  

選択肢 件数 比率

1.解体したいが、解体費用の支出が困難 49 23.0%

2.維持・管理の費用(固定資産税、火災保
険、対象建物までの交通費等)が大きい

15 7.0%

3.借り手が見つからない、知らない住民が
入居する(使う)ことに不安がある

4 1.9%

4.買い手が見つからない、売却が困難な物
件

42 19.7%

5.家具や仏壇、敷地内のお墓等がそのまま
であり、対応に困っている

7 3.3%

6.愛着があり、他人に貸し出したり売却す
ることはできない

5 2.3%

7.どうしたら良いか分からない、自分だけ
では判断できない(相続問題等)

12 5.6%

8.特になし 36 16.9%

9.その他 29 13.6%

無回答 9 4.2%

無効回答 5 2.3%

合計 213 100.0%
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〇対象建物の維持・管理や利用について、市への要望はありますか。 

（N=213） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「解体に対する補助制度を充実させてほしい」が 62 件（29.1％）と最も多い。  

また、「解体に対する補助制度を充実させてほしい」「利用方法や解体についてアドバ

イスや情報がほしい」の合計が 86 件（40.4%）となっており、解体に関する要望が

4 割を占めている。 

・次に、「売却・賃貸する場合の相⼿先等の情報がほしい（不動産業者への紹介等）」が

42 件（19.7％）で、2 番目に多い数値となっている。「売却・賃貸する場合の相⼿先

等の情報がほしい（不動産業者への紹介等）」「利用方法や解体についてアドバイスや

情報がほしい」「管理業者等の情報がほしい」の合計が 67 件（31.5%）となってお

り、情報提供に関する要望が 3 割強を占めている。 

・「その他」として、所有権を移⾏させたいが上⼿くいかないことに対する助言等が欲

しい旨の記載があった。また、固定資産税等費用⾯に関する意⾒もあった。 

 

  

選択肢 件数 比率

1.売却・賃貸する場合の相手先等の情報が
ほしい(不動産業者への紹介等)

42 19.7%

2.利用方法や解体についてアドバイスや情
報がほしい

24 11.3%

3.管理業者等の情報がほしい 1 0.5%

4.リフォーム等に対する補助金がほしい 6 2.8%

5.解体に対する補助制度を充実させてほし
い

62 29.1%

6.その他 42 19.7%

無回答 32 15.0%

無効回答 4 1.9%

合計 213 100.0%
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（８）アンケート調査結果のまとめと考察 

 調査では、回答者の 62.4%が「10 年以上住んでいない」と回答し、この⻑期にわたる

空き家の状態が、周辺環境に悪影響を及ぼす可能性があることが示された。 

空き家となる主な理由には、住んでいた人の死亡や施設⼊所、⻑期不在が挙げられ、こ

れらは居住者不在に直結する問題として考えられる。 

空き家の現状についての調査結果では、「⼤規模な修繕が必要」や「かなり⽼朽化してい

る」物件が多い⼀方で、「多少の修繕で利用可能」と回答した空き家も 33.8%存在してい

る。これらの空き家については、早期に利活用対策を講じる必要がある。 

また、売却や賃貸等の利活用を希望する所有者が 46.9%にのぼるため、所有者と利用希

望者を結びつける仕組みの構築が求められる。 

考察として、空き家の⼤部分は管理不全や⽼朽化が進んでおり、所有者等は⾃⾝の資産

であるにも関わらず、その管理が⾏えずにいる状況が浮き彫りとなった。 

また、解体費用や維持管理費用への負担感から、費用⽀援や不動産売却、解体等に関す

る情報提供を求める声が⾼まっている。このことから、空き家の解体や管理を促進するた

めの⽀援策、情報提供の強化が必要と考える。 

以上を踏まえ、所有者等に対して、適切な管理意識の向上のための啓発活動に取り組む

とともに、⾏政と地域住⺠、⺠間団体等との連携強化を図り、新たに空き家対策を促進す

るための実施体制を構築する。また、空き家の解体及び修繕等に対する補助制度の充実を

図り、空き家や跡地の利活用を促進することが重要と考える。 
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５．島田市における空き家の現状と課題 

①所有者の管理意識の醸成等 

空き家の問題は、空家特措法第５条で「空家等の所有者又は管理者は、周辺の⽣活環境

に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるとともに、国又は地方公共団体

が実施する空家等に関する施策に協⼒するよう努めなければならない。」と規定されてい

るように、最も重要なことは、所有者の責務において解決すべき問題と捉えることであ

る。しかし、所有者による適切な管理が⾏われていない空き家が多く、その理由として、

相続の問題や相隣関係等、法的な問題が解決されていないこと、⾼齢化等により管理能⼒

が低下していること、遠隔地居住により空き家の状況を把握できていないことなどから所

有する空き家のもたらす地域への弊害について無⾃覚であること等が考えられる。 

そのため、国や地方公共団体においては、所有者の管理意識の醸成と適切な管理に向け

た⽀援が必要不可⽋となっている。 

本市では、適切な管理を促進する取組として、空き家に関するパンフレットやガイドブ

ックを作成し、配布を⾏っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②市場流通の促進と管理不全な空き家の是正 

空き家の予防には、適切に管理された空き家を市場に流通させ中古住宅市場の活性化を

図ることや、⽼朽化が著しい場合や更地での需要がある場合は除却を促進することも重要

となる。しかし、市への相談状況から、適切に管理されず市⺠が不安を感じている空き家

が⼀定数存在している。 

《空き家になると考えられる要因》 
①建物内に遺品が残されているため物置として必要 

②除却等の費用を負担する⾦銭的余裕がない又は⾝体的理由等により管理できない 

③更地にしても使い道がないうえ、固定資産税の住宅用地特例の対象から外れ税⾦が増額する 

④建物が古い・狭い等の理由で質が低く、売却や賃貸としての需要が⾒込めない 

⑤将来戻ってくるかもしれない等の理由により除却や売却の意向がない 

⑥遠隔地に居住しているため所有者等の問題意識や危機意識が低い 

⑦相続を放棄した又は権利関係が複雑で相続の⼿続きがうまくいかない 

⑧がけ地に近接している又は接道要件を満たしていない等の理由により再建築や売却できない 

⑨空き家を活用又は売却したいがどこに相談していいのか分からない 
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市場に流通されず適切な管理が⾏われていない場合、管理不全空家等に至る恐れがある

ことから、市場流通を促すとともに、影響が軽微なうちにその改善を図ることが必要であ

る。 

 

③効率的・効果的な実施体制の構築 

 本市ではこれまで、利活用可能な空き家の流通促進として「中古住宅購⼊奨励⾦制度」

を創設し、また、管理不全な空き家の発⽣抑制として「空き家解体事業費補助制度」を創

設した。 

管理不全となった空き家の問題は、防災、衛⽣、景観等多岐にわたるため、地域課題に

対し、庁内関係部署が連携して対応している。また、空き家の対策は、⾏政のみならず、

地域住⺠をはじめ、⺠間団体等と連携することで、より効率的かつ効果的な対策が可能と

なる。 

このため、⾏政内部の連携による対策を⾏うとともに、外部との協⼒体制の構築が必要

である。 
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１．対象とする区域及び空き家の種類 

(1) 対象区域 

令和６年度に実施した実態調査の結果によると、問題となっている空き家は市内に点在

していることから、市内全域をこの計画の対象区域とする。 

 なお、重点的に対策を講じる地区が⽣じた際には、必要に応じて地区を指定するものと

する。 

 

(2) 対象とする空き家の種類 

この計画で対象とする空き家の種類は、⼾建て住宅及び併用住宅とし、地域住⺠の⽣活

環境に悪影響を及ぼすおそれのある空き家の対策について優先的に取り組むものとする。 

 

２．空き家対策に関する基本的な考え方 

適切な管理が⾏われていない空き家がもたらす問題を解消するために最も重要なことは、

空き家の所有者等が⾃らの責任により適切に対応することを前提とし、まずは所有者等の

意識啓発を⾏い空き家の適切な管理を促すことが⼤切である。 

しかし、空き家の所有者等が、経済的な事情等から⾃らの空き家の管理を⼗分に⾏うこ

とができず、その管理責任を全うしない場合等も考えられる。このような場合において、

周辺の⽣活環境に悪影響を及ぼす空き家については、市が地域の実情に応じて、所要の措

置を講ずるなど、空き家に関する対策を実施する。 

また、管理不全な空き家に対して必要な措置を講ずるだけではなく、空き家の発⽣や増

加の抑制を図ることが重要である。そのため、空き家及び除却した空き家に係る跡地の活

用の促進に取り組むとともに、市⺠が安全に安⼼して暮らせる良好なまちづくりを⾏うう

えでの課題として捉え、⾏政と地域住⺠、⺠間団体等が連携して取り組むものとする。 

これらを踏まえ、次のとおり４つの基本方針を定める。 

 

  

空き家対策に関する基本的な方針 第３章 
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【参考】役割と連携のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

予防的取組の推進 

基本方針Ⅰ 

良好な住環境の保全 

空き家及び跡地の 
利活用の促進 

空き家の発⽣や増加を抑制するため、市⺠への意識啓発、住宅の良質化、

市場流通の促進など予防的な取組を推進する。 

基本方針Ⅱ 
空き家や除却後の跡地を活用することで、空き家の発⽣や増加を抑制す

ることが重要である。除却するしかない空き家であっても、跡地の有効

活用や市場流通を促進することで、良好な住環境の確保や地域活性化の

ための貴重な資源となる。このため、空き家及び跡地の利活用を積極的

に促進する。 

基本方針Ⅲ 

適切な管理が⾏われていない空き家は、防災、衛⽣、景観等の地域住⺠

の⽣活環境に悪影響を及ぼす恐れがあることから、空き家が特定空家等

に至らないよう、所有者等へ適切な管理を促すとともに、管理不全空家

等及び特定空家等に対しては、法に基づく必要な措置を講じることで、

良好な住環境の保全を図る。 

多様な主体との 
協働・連携 

基本方針Ⅳ 所有者や⾏政だけでなく、地域住⺠や⺠間団体等、様々な主体が関わる

ことにより、効果的かつ効率的な課題解決が期待できるため、多様な主

体と協働・連携を図る。 

 
民間団体等 

適切な管理 

助言・指導 
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１．基本方針Ⅰ 予防的取組の推進 

 

(1)市⺠への意識啓発 

空き家の適切な管理を⾏ううえで最も重要なことは、所有者等の責任において⾏われる

ことである。そこで、空き家の所有者等に適切な管理を促すための意識啓発を⾏い、併せ

て相談体制の構築や利活用に関する情報の提供を⾏う。 

特に、適切な管理が⾏われていない管理不全な空き家は、周辺に悪影響を及ぼす要因と

なることから、適切な管理を⾏うことの重要性を認識し、周辺にもたらす諸問題へ対処す

る必要がある。そのため、本計画について、空き家の所有者に限らず広く周知することで

市⺠の関⼼と理解の増進を図り、地域全体でその対処方策を検討・共有できるようにする。 

なお、空き家に関する情報の外部への提供については、「空き家所有者情報の外部提供に

関するガイドライン」に基づき⾏う。 

また、令和６年４⽉１日から相続登記の申請が義務化された。所有者が亡くなった後に

相続登記の⼿続きをしないまま⻑い間放置すると、物件の管理が滞るうえ、権利関係が複

雑になり、空き家の除却・売却が難しくなる。そのため、相続登記に関する啓発を⾏うこ

とが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

具体的な取組について 第 4 章

【具体的な取組】 

①遠方に居住する所有者等に写真を送付し空き家の現状を伝え適切な維持管理を促す。 

②所有者等及び市⺠の意識啓発のため空き家に関するパンフレットやガイドブックの作成

及び配布を⾏う。 

③県と共催し空き家の無料相談会を開催する。 

④市⺠グループ等を対象とした市政出前講座「ふれあいしまだ塾」にて空き家問題につい

て広く啓発する。 

⑤島田市シルバー人材センターと協⼒し空き家の適切な維持管理を促す。 

⑥静岡県司法書⼠会と連携して相談会を開催し相続登記の啓発を⾏う。 
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(2)相談体制の構築 

空き家の所有者等は、相続、市場流通を含む利活用、維持管理など、様々な問題を抱え

ている場合がある。これらを効率的に解決するため、⺠間団体等と連携し、ワンストップ

で相談に応じられる総合的な窓口を建築住宅課に設置する。 

また、将来的に空き家の発⽣が懸念される⾼齢者世帯に対し、住み替えや住み替え後の

従前住居の流通、利活用に対する情報提供や相談対応、成年後⾒人制度の活用促進などを

⾏う。 

なお、地域住⺠からの管理不全な状態の空き家に関する相談は、状況等に応じて庁内関

係部署で連携して対応する。 

これらの相談体制については、関係機関等と連携し、予防的な取組に努めていく。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

空
き
家
相
談 

相
談
者
の
ニ
␗
ズ
・
相
談
物
件
等
の
条
件
整
理 

︵
相
談
目
的
・
住
宅
状
況
・
予
算
︶ 

【⼊居⽀援】 
(公営住宅、介護等施設) 

【売却】 
(空き家バンク登録、耐震診断等) 

【資産活用】 
(リノベーション、⼊居者募集等) 

【維持管理】 
(管理委託) 

【維持修繕】 
【建替え】 

【リフォーム・耐震対策】 

【法律相談】 
(相続、権利譲渡、境界確定 

成年後⾒制度等） 

ワンストップ 
宅地建物取引業者 

不動産鑑定⼠ 
⾦融機関 

など 

建築⼠ 
リフォーム事業者 

など 

弁護⼠ 
司法書⼠ 

⼟地家屋調査⼠ 
など 

建築住宅課 
地域福祉課 
障害福祉課 
⻑寿介護課 

包括ケア推進課 
福祉施設運営事業者 

社会福祉協議会 
など 

相
談
内
容
に
応
じ
て
専
門
家
へ
の
引
継
ぎ 
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【相談体制】 

② ⺠間団体等 

宅地建物取引業者 …空き家の売却など取引に関すること 

不 動 産 鑑 定 ⼠ …空き家の不動産価値の算定に関すること 

⾦ 融 機 関 …空き家の利活用に要する経費に係る融資及び資産活用に関すること 

建 築 ⼠ …空き家の補修、改修、耐震等に関すること 

リフォーム事業者 …空き家のリフォームに関すること 

弁 護 ⼠ …空き家に関する紛争及び成年後⾒制度に関すること 

司 法 書 ⼠ …空き家の相続、所有権移転等に関すること 

⼟地家屋調査⼠ …空き家の境界の確定及び表示登記等に関すること 

 

【相談体制】 

① 市役所内部部署 

建築住宅課 空き家に関する総合的な窓口（相談・苦情等） 
         地域住⺠等からの空き家の利活用に関すること 

空き家の維持管理、除却に関すること 

空き家の建替え、用途変更に関すること 

適切な管理が⾏われていない管理不全な空き家に関すること 

中古住宅の購⼊、リフォームに関すること 

公営住宅への⼊居に関すること 

 

広報プロモーション課 …移住促進に関すること 

市 ⺠ 協 働 課 …過疎地域の空き家の活用に関すること 

⽣ 活 安 ⼼ 課 …空き家の相続問題に関すること 

環  境  課 …空き地の管理問題、ごみの放置、悪臭・害虫の発⽣に関すること 

商 工 課 …空き店舗・工場の流通、利活用に関すること 
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(3)住宅の良質化への⽀援 

空き家の発⽣を予防するためには、今住んでいる住宅で安全に安⼼して住み続けられる

よう、また、次の世代に引き継がれ有効に活用されるよう、耐震化やバリアフリー化など

の住宅の良質化が重要となる。 

とりわけ南海トラフ巨⼤地震の発⽣が懸念され、その影響を受けると想定される本市に

おいては、昭和56 年以前に建築された⽊造住宅を対象に、耐震化の重要性について意識

啓発を⾏うとともに、島田市耐震改修促進計画に基づき、耐震改修等の費用について⽀援

を⾏うことにより、住宅の耐震化を促進する。 

また、⻑期にわたり良好な状態で使用するための措置が講じられた住宅を普及するため

「⻑期優良住宅認定制度」の啓発を⾏い、質の⾼い優良な住宅の普及を促進する。 
 

 

 

 

 

 

  

【具体的な取組】 

①既存建築物耐震性向上事業の実施 

②⽊造住宅耐震補強助成事業の実施 

③⻑期優良住宅認定制度の啓発 
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(4)空き家の流通促進 

空き家を市場に流通させるためには、品質と魅⼒を備えた住宅が市場で適正に評価さ

れ、消費者に分かりやすい形で中古住宅の品質・性能が示されることが重要となる。 

また、⺠間団体等の協⼒を得て、空き家バンクを活用した空き家の流通促進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【具体的な取組】 

①空き家バンク 

1-1 不動産バンク 

 市と不動産業者が連携し、市内にある空き家に関する情報を提供する。 

1-2 島田市空き家バンク事業 

川根地域の空き家に関する情報を、定住等の目的として利用希望する者に対し提供する。 

②空き家改修事業費等補助⾦ 

川根地域の空き家の利用を促進するため、島田市空き家バンクに登録された空き家の賃貸

物件の改修等に要する経費を対象として交付する。 

③中古住宅購⼊奨励⾦ 

中古住宅の流通を促進するため、中古住宅を取得する者に対し、奨励⾦を交付する。 

④「ゆとりすと静岡（静岡県くらし・環境部）」や「スマイミー静岡（株式会社静岡宅建サポ

ートセンター）」、「空き家バンクしずおか（公益社団法人静岡県宅地建物取引業協会）」、

「全国版空き家・空き地バンク」等の Web サイトを活用した流通促進を⾏う。 
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２．基本方針Ⅱ 空き家及び跡地の利活用の促進 

 

空き家や除却後の跡地を活用することで、空き家の発⽣や増加を抑制することが重要で

ある。 

空き家の中には、修繕等を⾏えば利活用できるものも存在する。また、空き家の⽼朽化

が著しい等、もはや利活用は考えられず、除却するしかない空き家であっても、跡地の有

効活用や市場流通を促進することで、良好な住環境の確保や地域活性化のための貴重な資

源となる。そのため、次の取組により、空き家及び跡地の利活用を促進するとともに、島

田市都市計画マスタープランに基づき、空き家や低未利用地を活用した持続可能なまちづ

くりを推進する。 

 

(1) 所有者等による空き家の適切な管理の促進 

 ①空き家の適切な管理や制度等についての啓発 

空き家の適切な管理や空き家対策に関する制度を啓発するため、所有者等に対し、空

き家を放置した際の問題や活用方法、相談窓口などを紹介するパンフレットや、相続人

が⾏う必要のある不動産・相続⼿続きをまとめたガイドブックを配布していく。 

 

②相談会、出前講座の開催 

 空き家の所有者等を対象とした、空き家に関する無料相談会を静岡県と共催で実施し

ていく。相談会では複数の専門家に対してさまざまな相談ができる機会を提供している。

この取組みにより、管理不全な空き家の発⽣を防ぎ、所有者等が抱える悩みの解決を⽀

援していく。 

 また、空き家にしないための予防策の啓発や、空き家の適切な維持管理を促し、居住中

の段階から管理不全な空き家とならないようにするためには、空き家に関しての知識や

意識の向上が重要であるため、「ふれあいしまだ塾」にて広く啓発していく。 
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(2)空き家バンク事業（不動産バンク・島田市空き家バンク）の実施 

 空き家を有効活用し、移住・定住の促進と地域の活性化を図るため、空き家や空き地の

情報を「住んでご島田」に掲載し、空き家の流通促進を図る。 

また、中山間地域の空き家と耕作されなくなった農地を、農地付き空き家として空き家

バンクへ登録しマッチングすることにより、空き家対策と荒廃農地対策、さらには移住・

定住の促進、新規就農促進の効果が期待される。 

 

(3)空き家の流通促進への⽀援 

 ①中古住宅購⼊奨励⾦ 

  利活用可能な空き家である中古住宅の流通及び定住を促進するため、中古住宅購⼊者

に対し⽀援を⾏っていく。 

 

 ②空き家改修事業費等補助⾦ 

川根地域の空き家の利活用を促進するため、島田市空き家バンクに登録された空き家

の改修費等について⽀援を⾏っていく。 

 

(4)空き家の解体への⽀援 

①空き家解体事業費補助⾦ 

 空き家の増加を抑制し、空き家跡地の流通を促進するため、昭和 56 年５⽉ 31 日以前

に建築された耐震性のない⽊造の住宅の解体費について、⽀援を⾏っていく。 

 

 ②特定空き家解体事業費補助⾦ 

  特定空家等に認定された空き家の⾃主的な解体を促すため、解体費について⽀援を⾏

っていく。 
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 ③固定資産税等の負担軽減 

  空き家の除却に伴う固定資産税等の増額が、除却されず放置される要因の⼀つになっ

ている。このことから、空き家解体事業費補助⾦又は特定空き家解体事業費補助⾦の交

付を受けて空き家の解体を実施し、かつ「住宅用地特例」の適用を受けていた⼟地につ

いて、固定資産税等を最⻑ 3 年間軽減する取組を⾏っていく。 

 

(5)空き家に関する対策の実施に必要な税制上・財政上の措置 

 ①所得税 3,000 万円特別控除 

  相続した空き家又は取壊し後の敷地を譲渡した場合に、⼀定の要件に当てはまるとき

は、譲渡所得から最⼤ 3,000 万円が控除される。 

  本市は、控除を受ける際に提出が必要となる「被相続人居住用家屋等確認書」の交付

を⾏う。 

 

 ②国の各種⽀援制度等の活用 

「社会資本整備事業総合交付⾦」や「空き家対策総合⽀援事業」等の、空き家の利活用

や除却等に対する国の⽀援制度等を有効的に活用していく。 

 

(6)⺠間団体等との連携 

 空き家の適切な管理や利活用を促進させるためには、⺠間団体等との連携が有効と考え

る。⾏政だけでは対応が困難な案件への対策を強化するためにも、官⺠連携の体制を構築

し、効率的な空き家の管理と利活用の促進を目指す。 

これにより、市⺠や空き家所有者への相談・⽀援体制を構築し、空き家の増加を抑制す

るとともに、地域の魅⼒向上に向けた取組を進める。 
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３．基本方針Ⅲ 良好な住環境の保全 

 

(1)空き家の把握 

 空き家対策を効果的かつ効率的に実施するため、令和６年度に実施した空家等実態調査

の結果に加え、住宅⼟地統計調査、国勢調査の既存の統計資料を活用する。 

 また、空家等実態調査結果については、所有者等の情報や措置の履歴などを台帳（デー

タベース）として整備するとともに、その位置を統合型地理情報システム（統合型GIS）

に示して庁内の関係部署間で情報共有できるよう整備する。 

なお、市役所に直接寄せられる空き家に関する情報についても同様に、現地調査を実施

し、状態に応じた空き家の分類を⾏うとともに、把握した情報を台帳化する。 

※管理不全な空き家への対処については、別図のフローに基づき⾏うこととする。 

 

(2)空き家の調査 

管理不全な空き家に関する住⺠からの相談や通報については、周辺に及ぼしている影響

を踏まえ、近隣住⺠への聞き取り、現地調査、水道等の使用状況、登記簿情報等を必要に

応じて調査を⾏う。なお、現地調査については、必要最⼩限度の範囲で⾏うものとする。 
 
(3)所有者等へのアプローチ 

調査結果を踏まえた対応として、空き家の所有者等は当該空き家に居住していないこと

から、空き家の状態を把握することが難しい。また、空き家を相続により取得した等の事

情により、⾃らが当該空き家の所有者であることを認識していない可能性も考えられる。 

そのため、適切な管理が⾏われていない空き家については、所有者等に対し通知等によ

り連絡を取り、当該空き家の現状を伝えるとともに、今後の維持管理や活用・処分等につ

いて、具体的な対応方策を検討する。そのうえで、所有者等の意向に基づき、空き家の除

却、改修、管理等に関する相談先や活用できる⽀援制度等を紹介し、「空家特措法」に基づ

かない任意の助言や指導により⾃主的な管理を⾏うよう促す。 
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(4)管理不全空家等に関する措置 

任意の助言や指導を繰り返しても空き家の所有者等がその管理責任を果たさない場合、

将来、特定空家等になることを予防するため、「管理不全空家等」に認定する。管理不全

空家等として認められた場合には、空家特措法に基づく所要の措置を講じる。 

なお、管理不全空家等に認定され、市からの「指導」を繰り返し受けたにも関わらず状

況が改善されない場合は、空家特措法に基づく「勧告」を⾏う。勧告の対象となった管理

不全空家等の⼟地は「固定資産税等の住宅用地特例」対象から除外されるなど、所有者等

の財産権を制限する可能性があるため、その妥当性や公益性、公平性について、島田市空

家等対策委員会に諮るなどして、慎重に進めることとする。 

 

(5)管理不全空家等の判断事項 

 管理不全空家等と判断する際には、空き家の状態とともに、周辺の⽣活環境に及ぼす影

響の程度や、そのまま放置すれば、将来、特定空家等に該当することとなる恐れがある

か、所有者による⾃主的な改善の意思があるか否か等により、総合的に判断する。 

 

(6)管理不全空家等の判断方法 

空家特措法第13条第１項の規定に基づき、国によって定められた「管理不全空家等及び

特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るために必要な指針」及び静岡県空き家

等対策市町連絡会議が作成した『「管理不全空家等」と判断するための判断基準』を参考

に判断する。 

 

(7)特定空家等に関する措置 

任意の助言や指導を繰り返しても空き家の所有者等がその管理責任を果たさない場合、

周辺の⽣活環境に及ぼす影響の程度と危険等の切迫性から「特定空家等」に該当するか否

かを判断し、「特定空家等」として認められた場合には、「空家特措法」に基づく所要の措

置を講じる。 

危険が切迫している等、速やかに措置を講ずる必要があると認められる場合は、所定の

⼿続きを進めながら空家特措法第 22 条の勧告、命令又は代執⾏に係る措置を迅速に講じ

る。 

なお、「空家特措法」に基づく勧告の対象となった特定空家等の⼟地は「固定資産税等の

住宅用地特例」対象から除外されるなど、所有者等の財産権を制約する側⾯もあることか
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ら、勧告以降の措置については、その妥当性や公益性、公平性を島田市空家等対策委員会

に諮るなどして慎重に⾏うこととする。 

 

(8)特定空家等の判断事項 

 特定空家等と判断する際には、空き家の状態とともに、現に周辺に悪影響をもたらして

いるか、又はそのまま放置した場合の周辺への悪影響の恐れがあるか否か、もたらされる

危険等について切迫性が⾼いか否か、所有者による⾃主的な改善の意思があるか否か等に

ついて、総合的に判断する。 

 

(9)特定空家等の判断方法 

空家特措法第22条第16項の規定に基づき、国によって定められた「管理不全空家等及

び特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るために必要な指針」及び静岡県空き

家等対策市町連絡会議が作成した『「特定空家等」と判断するための判断基準』を参考に

判断する。 

 

(10)所有者等の所在が不明等である場合の対応 

所有者等の所在が不明の場合や相続人が不存在である等の理由により⽂書等による適切

な管理を促す事ができない場合については、家庭裁判所等による諸⼿続きにより、財産管

理人制度の活用を検討し、不動産処分も含めた対応を検討する。 
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管理不全な空き家への対処フロー 

具体的な対応方策及び他法令からの解決策の検討 

空き家情報の把握(市⺠、⾃治会等からの情報提供・市のパトロール等) 

・現地調査(使用されていないことが常態であることの確認) ・所有者調査 ・現状の把握 

・通知等による所有者等への連絡 ・所有者による⾃主的な改善の働きかけ ・所有者等の事情把握 

島田市空家等対策委員会 
（管理不全空家等の判断・対応方針の決定） 

指導（法第 13 条第 1 項） 

該当 

「空家特措法」に基づかない任意の助言や指導 

「管理不全空家等」に該当するか否かの判断 
※任意の指導を繰り返しても改善されない場合 

勧告（法第 13 条第 2 項） 

非該当 

固定資産税等の 

住宅用地特例の除外 

管
理
不
全
空
家
等
へ
の
対
処 

「特定空家等」に該当するか否かの判断 
※任意の指導を繰り返しても改善されない場合 

島田市空家等対策委員会 
（特定空家等の判断・対応方針の決定） 

助言、指導（法第 22 条第１項） 

勧告（法第 22 条第２項） 

命令（法第 22 条第３項） 

⾏政代執⾏（法第 22 条第９項） 

特
定
空
家
等
へ
の
対
処 

非該当 該当 

固定資産税等の 

住宅用地特例の除外 
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４．基本方針Ⅳ 多様な主体との協働・連携 
 

相談窓口の運営やセミナーの実施を⾏う専門家団体、不動産団体、地域住⺠、ＮＰ

Ｏ法人、空家等管理活用⽀援法人など、多様な主体との協働・連携しながら、基本方

針ⅠからⅢまでに基づく各種取組を進める。 
 

５．基本方針と施策のイメージ図 
基本方針 施策 

Ⅰ予防的取組の推進 

Ⅳ
多
様
な
主
体
と
の
協
働
・
連
携 

１市⺠への意識啓発 

２相談体制の構築 

３住宅の良質化への⽀援 

４空き家の流通促進 

Ⅱ空き家及び跡地の利活用の促進 

１所有者等による空き家の適切な管理の促進 

２空き家バンク事業の実施 

３空き家の流通促進への⽀援 

４空き家の除却・除却後の跡地への⽀援 

５空き家に関する対策の実施に必要な税制上・財政上の措置 

６⺠間団体等との連携 

Ⅲ良好な住環境の保全 

１空き家の把握 

２空き家の調査 

３所有者等へのアプローチ 

４管理不全空家等に対する措置 

５管理不全空家等の判断事項 

６管理不全空家等の判断方法 

７特定空家等に対する措置 

８特定空家等の判断事項 

９特定空家等の判断方法 

10 所有者の所在が不明等である場合の対応 
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  基本方針 施策 施策に基づく取組 

︻
住
宅
の
状
況
︼ 

 

Ⅰ
予
防
的
取
組
の
推
進 

Ⅳ
多
様
な
主
体
と
の
協
働
・
連
携 

市⺠への意識啓発 

・遠方に居住する所有者等に写真を送付し空き家の現状を伝え適切な維持管理を促す 
・所有者等及び市⺠の意識啓発のため空き家に関するパンフレットやガイドブックの作
成及び配布を⾏う 
・県共催の空き家無料相談会や出前講座を開催する 
・島田市シルバー人材センターと協⼒し空き家の適切な維持管理を促す 

相談体制の構築 ・総合的な窓口を市役所に設置する 
・⺠間団体等との連携体制の構築 

住宅の良質化への⽀援 
・既存建築物耐震性向上事業の実施 
・⽊造住宅耐震補強助成事業の実施 
・⻑期優良住宅認定制度の啓発 

空き家の流通促進 

・空き家バンク事業の実施 
・中古住宅購⼊奨励⾦の交付 
・空き家改修等事業費補助⾦の交付 
・「ゆとりすと静岡（静岡県くらし・環境部）」や「スマイミー静岡 空き家バンクしずお
か（株式会社静岡宅建サポートセンター）」、「全国版空き家・空き地バンク」等の活用 

Ⅱ
空
き
家
及
び
跡
地
の
利
活
用
の
促
進 

所有者等による空き家の適
切な管理の促進 

・空き家の適切な管理や制度等についての啓発 
・相談会、出前講座の開催 
・相続財産管理人等の申⽴ 

空き家バンク事業の実施 ・空き家バンク事業の実施 

空き家の流通促進への⽀援 ・中古住宅購⼊奨励⾦ 
・空き家改修事業費等補助⾦ 

空き家の除却・除却後の
跡地への⽀援 

・空き家解体事業費補助⾦ 
・特定空き家解体事業費補助⾦ 
・固定資産税等の負担軽減 

空き家に関する対策の実施に必
要な税制上・財政上の措置 ・所得税3,000万円特別控除 

⺠間団体等との連携 ・⺠間団体等との連携 

Ⅲ
良
好
な
住
環
境
の
保
全 

空き家の把握 
・空家等実態調査 
・市⺠からの空き家情報の活用 
・庁内データベースの構築 

空き家の調査 
・所有者に対する改善の働きかけ 
・管理不全空家等に対する措置の実施 
・特定空家等に対する措置の実施 

所有者等へのアプローチ 
・空き家の現状等の通知・連絡 
・任意の助言・指導 
・空き家の適切な管理に関する条例に基づく緊急安全措置の実施等 

管理不全空家等に関する
措置 

・管理不全空家等に該当するかの判断・対応方針の決定（島田市空家等対策委員会での協議） 
・空家特措法に基づく所要の措置 

管理不全空家等の判断事項 
・空き家の状態→現に周辺に悪影響をもたらしているか 

そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなる恐れがあるか 
所有者による自主的な改善の意思があるか否か など総合的に判断 

管理不全空家等の判断方法 

・参考とする書類 
・国⼟交通省 「管理不全空家等及び特定空家等に対する措置に関する適切な実施を 

図るために必要な指針」 
・静岡県空家等対策市町連絡会議 『「管理不全空家等」と判断するための判断基準』 

特定空家等に関する措置 ・特定空家等に該当するかの判断・対応方針の決定（島田市空家等対策委員会での協議） 
・空家特措法に基づく速やかな措置 

特定空家等の判断事項 

・空き家の状態→現に周辺に悪影響をもたらしているか 
そのまま放置した場合の周辺への悪影響の恐れがあるか否か、 
もたらされる危険等について切迫性が高いか否か 
所有者による自主的な改善の意思があるか否か  など総合的に判断 

特定空家等の判断方法 

・参考とする書類 
・国⼟交通省 

「管理不全空家等及び特定空家等に対する措置に関する適切な実施を 
図るために必要な指針」 

・静岡県空家等対策市町連絡会議特定空家部会 
『「特定空家等」と判断するための判断基準』 

所有者の所在が不明等で
ある場合の対応 

・財産管理人制度の活用 

  

基本方針、施策に関する取組 

管
理
不
全 

空
き
家
化 

居
住
中 
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６．計画の⾒直しと成果目標 
(1)計画の⾒直し方針 

空き家に関する対策は中⻑期的に取り組む必要があることから、計画期間中であっても、

上位計画の更新や５年ごとに実施される住宅・⼟地統計調査結果の公表、社会経済情勢の

変化、対策の実施状況等を踏まえ、必要に応じて⾒直しを⾏う。 
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(2)計画の成果目標 

 計画期間の成果目標を次のとおり設定し、取組を進める。 

 目標１ 予防的取組の推進 

目標名 空き家に関する無料相談会の開催 

目標の説明 空き家に関する無料相談会の相談件数（累計） 

令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

10 件 20 件 30 件 40 件 

令和 12 年度 令和 13 年度 令和 14 年度 令和 15 年度 

50 件 60 件 70 件 80 件 

 

目標名 空き家解体事業による解体件数 

目標の説明 空き家解体補助事業の補助⾦交付実績（累計） 

令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

20 件 40 件 60 件 80 件 

令和 12 年度 令和 13 年度 令和 14 年度 令和 15 年度 

100 件 120 件 140 件 160 件 

 

目標２ 空き家及び跡地の利活用の促進 

目標名 中古住宅活用促進事業による購⼊件数 

目標の説明 中古住宅活用促進事業の奨励⾦交付実績（累計） 

令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

20 件 40 件 60 件 80 件 

令和 12 年度 令和 13 年度 令和 14 年度 令和 15 年度 

100 件 120 件 140 件 160 件 
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１．⾏政 

空き家対策を市が効果的かつ効率的に実施するためには、空き家の調査・確認、管理不

全空家等、特定空家等に対する措置などに取り組むための体制を構築し、段階に応じた対

策をすることが重要である。そのため、空き家対策に関係する庁内関係部署の連携体制の

構築を図るとともに、必要に応じた委員会の開催や⺠間団体等との連携を⾏う。 

(1)庁内関係部署による連携体制 

空き家がもたらす問題は、防災、衛⽣、景観、交通など多岐にわたる。 

特に、適切な管理が⾏われておらず周辺の⽣活環境に悪影響を及ぼしている空き家には

迅速かつ適切な対応が求められる。そこで市においては、次のとおり庁内関係部署が連携

して空き家対策に対応できる体制の構築を推進する。 
 

【各部署の役割】 
部 課 役割 

市 ⻑ 戦 略 部 広報ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ課 移住促進に関すること 
危 機 管 理 部 危 機 管 理 課 災害時の防災に関すること 

地 域 ⽣ 活 部 

市 ⺠ 協 働 課 過疎地域の空き家の活用に関すること 
地域住⺠、⾃治会との協働に関すること 

市 ⺠ 課 ⼾籍住⺠基本台帳に関すること 
⽣ 活 安 ⼼ 課 近隣問題、法律相談、防犯に関すること 
環 境 課 空き地の管理問題、ごみの放置、悪臭、害虫に関すること 

産 業 経 済 部 
農 業 振 興 課 新規就農に関すること 
商 工 課 空き店舗・工場の流通、利活用に関すること 

都 市 基 盤 部 

都 市 政 策 課 ⼟地利用、景観に関すること 
す ぐ や る 課 道路・水路の管理、地域要望に関すること 

建 築 住 宅 課 空き家に関する総合的な窓口 
建築物の維持保全・除却、中古住宅の購⼊に関すること 

水 道 課 水道の閉栓情報に関すること 
※⾦⾕地域については、⼤井上水道企業団と連携を図る 

⾏ 政 経 営 部 
⾏ 政 総 務 課 法務に関すること 
財 政 課 財政措置に関すること 
課 税 課 固定資産税等に関すること 

 農 業 委 員 会 農地付き空き家に関すること 
静岡市消防局 
( 外 部 ) 島 田 消 防 署 防⽕に関すること 

 

実施体制 第５章 
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(2)委員会の設置と役割 

計画の⾒直し及び対策の実施に加え、管理不全空家等や特定空家等に該当するか否かの

判断や、それらに対する措置、更には、新たに空き家対策について⾒直す必要が⽣じた場

合、島田市空家等対策委員会において協議、検討を⾏う。 

 

(3)⺠間団体等との連携 

市は、空き家対策を実施するにあたり、国、県、県内市町及び⺠間団体等と連携して、

空き家対策に関する情報の収集や課題の研究、相談会の開催、空き家の利活用の促進・発

⽣の抑制等に取り組むものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

２．⺠間団体等 

空き家の所有者等は、相続や権利関係、登記、維持管理、不動産取引（売買・賃貸）に

関すること等、様々な悩みを抱えている場合がある。 

このため、建築住宅課に相談窓口を設け、⺠間団体等と連携した対応を図る。 

また、セミナーの開催や空き家の調査等、様々な形での協⼒体制の構築を図る。 
 

  

【具体的な取組】 

①問題となっている空き家に関する情報の⾃治会への提供依頼 

②静岡県空き家等対策市町連絡会議への参加 

③県と共催で空き家の無料相談会を開催 

④川根地域の地元不動産事業者と連携し島田市空き家バンク制度を運用 

⑤静岡県司法書⼠会と空き家等対策の推進に関する協定を締結 

⑥⺠間団体等と「流動性のない空き家」の解決について連携 

⑦不動産事業者等と空き家の利活用促進について連携 

⑧島田市シルバー人材センターと空き家の管理委託等に関する連携 
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３．地域住⺠ 

空き家の問題は、所有者等が⾃らの責任により適切に対応することが前提であるもの

の、地域の問題として捉えることが重要であることから、地域主体の管理・利活用の取組

など、空き家が放置されないよう、⾃治会・町内会をはじめとした地域住⺠との協⼒体制

の構築を図る。



 

 

 

 

第２次島田市空家等対策計画 
 

静岡県島田市都市基盤部建築住宅課 

ＴＥＬ︓0547-36-7193 

ＦＡＸ︓0547-37-8200 

Ｅ-mail︓kenchiku@city.shimada.lg.jp 


